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株主各位

証券コード　9887
令和７年６月５日

（電子提供措置開始日　令和７年６月５日）

株 主 各 位
東京都武蔵野市中町一丁目 1 4 番 5号

株式会社 松屋フーズホールディングス
代表取締役社長 瓦 葺 一 利

【当社ウェブサイト】

https://www.matsuyafoods-holdings.co.jp/ir/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/9887/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第50期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第50期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申

し上げます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各
ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのう
え、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲライブラリー」を
選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「松屋
フーズホールディングス」または「コード」に当社証券コード「9887」を入力・
検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にあ
る「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

※各ウェブサイトは定期メンテナンス等により一時的にアクセスできない状態となることがござ

います。閲覧できない場合は他のウェブサイトからご確認いただくか、時間をおいて再度アクセ

スしてください。

当日ご出席されない場合は、書面もしくはインターネット等により事前に議決
権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討いた
だきまして、後述のご案内に従って令和７年６月25日（水曜日）午後６時までに
議決権を行使いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 令和７年６月26日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都新宿区西新宿二丁目７番２号

ハイアットリージェンシー東京　Ｂ１階　宴会場「桃山」
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第50期（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第50期（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

記

以　上

　当日ご出席されない場合は、書面もしくはインターネット等により事前に議決
権を行使いただきますようお願い申し上げます。
　スマートフォンをお持ちの株主様は、議決権行使書用紙に記載のＱＲコードを
読み取る方法により、ログインＩＤやパスワードを入力することなく議決権行使
が可能ですので、４頁をご確認のうえ、ご活用ください。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申し上げます。

◎当日の受付開始は午前９時を予定しております。
◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株
主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りい
たしますが、次の事項につきましては、法令並びに当社定款の規定に基づき、上記の電子提供
措置をとっている各ウェブサイトに掲載しておりますので、記載しておりません。なお、監査
役及び会計監査人は次の事項を含む監査対象書類を監査しております。
① 業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要
② 連結株主資本等変動計算書
③ 連結注記表
④ 株主資本等変動計算書
⑤ 個別注記表

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、
その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますよう
お願い申し上げます。
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議決権行使のご案内

議決権行使についてのご案内

　下記のいずれかの方法で、株主総会参考書類をご検討のう

え、議決権を行使いただきますようお願い申し上げます。

書面(郵送)で議決権を
行使される場合

インターネット等で
議決権を行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

同封の議決権行使書用紙に

議案に対する賛否をご表示

のうえ、ご返送ください。

次ページの案内に従って、

議案の賛否をご入力くださ

い｡

同封の議決権行使書用紙を

会場受付にご提出ください｡

行使期限 行使期限 日　時

令和７年６月25日 (水曜日)

午後６時到着分まで

令和７年６月25日 (水曜日)

午後６時入力完了分まで

令和７年６月26日 (木曜日)

午前10時 (受付開始：午前９時)

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第1・3・4号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第2号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書はイメージです。

　書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

　書面（郵送）とインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等によ

る議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数

回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた

します。

　なお、議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は

株主様のご負担となります。
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議決権行使のご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを

入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決

権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使

ウェブサイト https://www.web54.net
　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数です
がPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載
の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログ
イン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト

へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
ください。

1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネット等による議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム
をご利用いただくことが可能です。
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当事業年度の事業の状況

（令和６年４月１日から）令和７年３月31日まで

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善を背景と

した個人消費の改善やインバウンド需要の拡大の動きが見られる一方、急

激な為替変動・国際情勢等による物価上昇の継続等により、依然として先

行きは不透明な状況が続いております。

　外食業界におきましては、原料、資材、人件費、エネルギー単価の高騰

等により、経営環境は依然厳しい状況が続いております。

　このような環境の中で、当社グループは、“みんなの食卓でありたい”

をスローガンに、「新規出店」「既存店改装」「人材投資」の持続的成長

投資に重点を置き、以下のような諸施策を推進し、業容の拡大と充実に取

り組んでまいりました。

　新規出店につきましては、牛めし業態80店舗、とんかつ業態11店舗、鮨

業態６店舗、海外・その他の業態13店舗（うち海外ＦＣ契約３店舗）の合

計110店舗を出店いたしました。一方で、直営の牛めし業態９店舗、海外

１店舗の合計10店舗につきましては撤退し、当連結会計年度末の店舗数は

ＦＣ店を含め、1,365店舗（うち国内ＦＣ５店舗、海外23店舗）となりま

した。この業態別内訳としては、複合化による鮨業態からの牛めし業態へ

の業態変更１店舗を実施し、牛めし業態1,106店舗、とんかつ業態195店

舗、鮨業態17店舗、海外・その他の業態47店舗となっております。

　新規出店を除く設備投資につきましては、224店舗の改装（全面改装２

店舗、一部改装222店舗）を実施した他、工場生産設備などに投資を行っ

てまいりました。

　また、人材投資として、ベースアップ等の待遇改善に加え、オンライン

研修サービス導入等の教育投資を展開してまいりました。

　商品販売及び販売促進策につきましては、「カルビホルモン丼」「高菜

明太マヨ牛めし」「てりやきエッグハンバーグ定食」「キャベツとベーコ

ンのペペロンチーノ牛めし」「いくら丼」「３種ソースのグラタンハンバ

ーグ」「水煮牛肉～四川風牛肉唐辛子煮込み～」「たっぷり海老のニュー

バーグソース」等に加え、松屋の世界紀行シリーズとしてロモサルタード

風「ネギたっぷり牛肉のエスニック炒め定食」、「ポーランド風ミエロニ

ィハンバーグ」、アルゼンチンの味「チミチュリソースハンバーグ定食」

「リトアニア風ホワイトソースハンバーグ」「サムギョプサル風極厚豚バ

ラ焼肉定食」等の新商品の販売をいたしました。
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当事業年度の事業の状況

　これらの取り組みの結果、当連結会計年度の連結ベースの業績は次のと

おりとなりました。

　まず、売上高につきましては、既存店売上が前期比115.3％と前年を上

回ったことに加え、前年度以降の新規出店等による売上増加分が寄与した

こと等により、前期比20.9％増の1,542億23百万円となりました。

　エネルギー費、各種調達価格の上昇等により、原価率は前期の34.2％か

ら36.1％と上昇いたしました。一方、売上高の増加により、固定費の占め

る割合が低下したこと等により、販売費及び一般管理費につきましては、

前期の61.7％から61.0％へと改善いたしました。なお、当社において重視

すべき指標と認識しているＦＬコスト（売上原価と人件費の合計。FOODと

LABORに係るコスト）の売上高比は、前期の65.8％から66.9％となりまし

た。

　以上の結果、営業利益は前期比17.2％減の44億６百万円、経常利益は前

期比13.9％減の51億49百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は、前期

における米国子会社清算に起因する税効果会計への影響等もあり、前期比

25.0％減の21億85百万円となりました。
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当事業年度の事業の状況

イ. 新規店舗開設時の少額厨房機器等 789,354千円

ロ. 店舗リニューアル時の少額厨房機器等 927,977千円

設 備 の 内 容 投 資 金 額

新 規 店 舗 開 設 11,292,745千円

既 存 店 舗 リ ニ ュ ー ア ル 等 4,665,939

生 産 物 流 設 備 875,572

そ の 他 設 備 492,998

② 資金調達の状況

　当連結会計年度中において、グループの所要資金として、金融機関から

の借入により約255億円を調達しております。

　その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。

③ 設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施しました設備投資関連の総額（敷金、保証金含

む）は、約173億円であり、その主なものは次のとおりであります。

　なお、上記金額には、次の費用性資産への投資額が含まれております。

（注）当連結会計年度の設備資金は自己資金及び金融機関からの借入金によって充当いたしまし

た。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　分
第47期

(令和４年３月期)
第48期

(令和５年３月期)
第49期

(令和６年３月期)

第50期
(当連結会計年度)
(令和７年３月期)

売 上 高（千円） 94,472,163 106,598,594 127,611,491 154,223,084

経 常 利 益（千円） 6,398,181 3,914,262 5,978,746 5,149,064

親会社株主に帰属
する当期純利益

（千円） 1,105,033 1,255,139 2,915,512 2,185,996

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 57円99銭 65円87銭 152円94銭 114円67銭

総 資 産（千円） 76,955,062 79,697,148 91,120,797 104,155,034

純 資 産（千円） 40,591,896 41,403,131 43,873,981 45,615,389

１ 株 当 た り 純 資 産 額 2,130円16銭 2,171円84銭 2,301円46銭 2,392円83銭

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第47期の期

首から適用しており、第47期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後

の数値となっております。
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重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主 な 事 業 内 容

％

株 式 会 社 松 屋 フ ー ズ 90,000千円 100
日本国内における飲食店舗の運営
及び食品の製造

株式会社エム・テイ・テイ 90,000千円 100
厨房機器の総合メンテナンス及び建設施工
監理、給排水工事

株式会社エム・エル・エス 90,000千円 100
クリーニング事業及び衛生用品
（洗剤）の販売業務

株式会社トレンジエクスプレス 10,000千円 100
当社グループ内における食材等の
配送事業

青 島 松 屋 商 貿 有 限 公 司 2,896千元 100
中華人民共和国における地場企業
に対する技術指導、各種業務受託

上海松屋餐飲管理有限公司 51,374千元 100
中華人民共和国における飲食店舗
の運営

台灣松屋餐飲股份有限公司 165,000千台湾ﾄﾞﾙ 100 台湾における飲食店舗の運営

香 港 松 屋 餐 飲 有 限 公 司 32,000千香港ﾄﾞﾙ 100 香港における飲食店舗の運営

MATSUYA FOODS VIETNAM 
C O M P A N Y  L I M I T E D

50,000,000千VND 100 ベトナムにおける飲食店舗の運営

広東松乃家餐飲管理有限公司 27,449千元 100
中華人民共和国における飲食店舗
の運営

株 式 会 社 モ ー ル ハ ッ ク 1,000千円 51
EC事業やECコンサルティング事業
の運営

会 社 名 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産

株式会社松屋フーズ 東京都武蔵野市中町一丁目14番５号 33,625,710千円 75,704,873千円

(3) 重要な子会社の状況

①重要な子会社の状況

（注）１. 令和６年５月27日付けでEC事業やECコンサルティング事業の運営を目的として、株式

会社モールハックを設立しております。

２. 令和６年６月22日付けで中華人民共和国における飲食店舗の運営を目的として、広東

松乃家餐飲管理有限公司を設立しております。

②事業年度末日における特定完全子会社の状況
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題

松屋フーズグループは、食のグローバル企業として限りない美味しさと共

感を、人と社会に贈ることを目指しております。原材料価格の高騰や人件

費、エネルギーコストの上昇、及び為替変動による影響など、目まぐるしい

変化が続く状況下、変革を取り入れ、経営効率・企業価値・ブランド力の向

上に取り組んでまいります。

我々が特に重点的に取り組むべき課題は、以下のとおりと考えています。

① お客様の利便性の向上

様々なメニューを展開し幅広いお客様をお迎えするにあたり、既存の券

売機システムの改良を進めており、ご注文からお支払いまでストレスフリ

ーな、食環境づくりを目指しています。今後も積極的な新規出店と共に、

既存店舗のリモデル、リノベーションを行ってまいります。

② 原価率の適正化

原材料費高騰や為替変動等による価格上昇のリスクを想定し、仕入先・

仕入地域の多様化・分散化、直接購買の推進に取り組み、適切な商品価格

を見極め、適正な原価率の維持に努めています。また、嵐山工場・富士山

工場・川島生産物流センター・六甲生産物流センターと４工場体制で、稼

働率向上と効率化、分散によるリスク回避を推進してまいります。

③ 新業態展開による成長

牛めし・定食（松屋）、とんかつ（松のや）、カレー業態（マイカリー

食堂）に加え、鮨業態（すし松・福松）、中華業態（松軒中華食堂）、ス

テーキ業態（ステーキ屋松・ステーキ定食松牛）、カフェ業態（テラスヴ

ェルト）の磨き込みに注力しております。それぞれの業態で多店舗展開の

準備が整っており、積極的な成長を実現します。また、パスタ業態（麦の

トリコ）、石焼鍋業態（トゥックン²）等、新たな業態確立を進め、より

多角的な成長を図ってまいります。

④ 海外展開・Ｍ＆Ａ展開

海外におきましては、台湾（台北）・香港において、新規出店を推進し

てまいります。また、新たに令和６年６月中国広東省に現地法人「広東松

乃家餐飲管理有限公司」を設立。グループの海外展開として引き続き東ア

ジアを中心に展開してまいります。

Ｍ＆Ａにつきましては、長期の経営計画上では重要事項と捉え、シナジ

ーがある案件について取り組んでまいります。
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対処すべき課題

⑤ ＳＤＧｓの取組

ＳＤＧｓに関して当社がマテリアリティ（最重要課題）と捉えているの

は、食品廃棄物についてです。SDGｓエコ・アグリ推進室によって新たに

挑戦を開始した食品残渣リサイクルループの一環に位置付ける養豚事業に

おいては、令和６年度は68百頭の出荷実績となっており、今後更に規模を

拡大して取り組んでまいります。

気候変動への対応としましては、各工場及び店頭にて、太陽光発電装置

の設置を進め、ＣＯ₂削減についても積極的に取り組んでいます。

ＴＣＦＤに基づく環境影響の開示等、サステナビリティを巡る課題への

対応を協議・推進する体制構築を行いました。今後も、取組みの推進及び

開示内容の充実について、引き続き実施してまいります。

⑥ 人的資本に関して

環境変化が激しい昨今においても、当社が存続し、お客様に喜んでいた

だけるサービスを提供できているのは、２万人を超える店舗従業員や、約

２千人の社員をはじめとした人材があってこそだと考えております。今後

の成長の為、教育・人材確保への投資を、尚一層拡充してまいります。令

和５年８月にグループの健康経営の考え方を定め、労働環境の改善及び健

康増進を全社的に推進しております。
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主要な事業内容

(5)主要な事業内容（令和７年３月31日現在）

当社グループは、牛めし・カレー・定食・その他丼業態「松屋」、とんか

つ業態「松のや」の運営を主力事業として展開しております。なお、下記各

号及びこれに附帯又は関連する一切の事業を営むことができます。

① 飲食店業（牛めし定食事業・とんかつ事業・鮨事業等）

② 農畜水産物等、食品原材料の販売及び輸出入

③ 農畜水産物を原料とする加工調理食品の製造、販売及び輸出入

④ フランチャイズ形態による飲食店業の技術及び経営指導

⑤ 不動産賃貸及び管理

⑥ 厨房設備、空調設備、事務用機器、自動販売機及び飲食店用什器・備品

の賃貸、売買及び輸出入（古物も含む）

⑦ 酒類・煙草・米穀類及び日用品雑貨の販売

⑧ 損害保険代理業

⑨ 建築物の設計、販売及び工事監理並びに土木、建築及び造園工事の施工

請負業

⑩ 店舗建設にかかわる建築資材の輸入販売

⑪ 産業廃棄物・一般廃棄物の処理業及び収集運搬業

⑫ クリーニング業

⑬ リネンサプライ業

⑭ 衛生用品の売買

⑮ 内装仕上げ工事・管工事の設計並びに施工

⑯ 建物の維持管理業務

⑰ 福利厚生業務、保険事務の処理業務及び福利厚生施設の維持管理に関す

る業務

⑱ 給与計算代行業務

⑲ 帳票の記載、文書管理等の総務事務及び情報システムの管理運営に関す

る業務

⑳ 各号に附帯する一切の事業
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主要な営業所及び工場

本 社 東京都武蔵野市中町一丁目14番５号

本 社 東京都武蔵野市中町一丁目14番５号

嵐 山 工 場 埼玉県比企郡嵐山町花見台４番３号

川島生産物流セ
ンター

埼玉県比企郡川島町かわじま一丁目10番

富 士 山 工 場 静岡県富士宮市大字北山字峯4242番４

六甲生産物流セ
ンター

兵庫県神戸市東灘区向洋町西六丁目２番４

店舗

直営店舗

1,337店

首 都 圏 計 東 京 都 神奈川県 千 葉 県 埼 玉 県
－ －

736店 408店 136店 80店 112店

関 西 圏 計 大 阪 府 京 都 府 兵 庫 県 滋 賀 県 奈 良 県 和歌山県

242店 139店 21店 56店 11店 ７店 ８店

愛 知 県 岐 阜 県 三 重 県 静 岡 県 富 山 県 石 川 県

東海・北陸圏計 57店 10店 ８店 24店 ７店 ５店

116店 福 井 県
－ － － － －

５店

北 関 東 ・
甲信越圏計

群 馬 県 栃 木 県 茨 城 県 新 潟 県 長 野 県 山 梨 県

78店 13店 ８店 20店 16店 14店 ７店

北 海 道 宮 城 県 福 島 県 岩 手 県 山 形 県 青 森 県

北 海 道 ・
東 北 圏 計

22店 16店 ７店 ５店 ６店 ２店

60店 秋 田 県
－ － － － －

２店

岡 山 県 広 島 県 山 口 県 香 川 県 徳 島 県 愛 媛 県

中 国 ・ 四 国 ・
九州・沖縄圏計

７店 15店 ７店 ７店 ５店 ７店

105店 福 岡 県 熊 本 県 大分県 鹿児島県 沖縄県 宮崎県

31店 ２店 ４店 ４店 ７店 ５店

佐 賀 県 高 知 県
－ － － －

１店 ３店

ＦＣ店舗

５店

首 都 圏 計 東 京 都
－ － － － －

３店 ３店

関 西 圏 計 兵 庫 県 大阪府
－ － － －

２店 １店 １店

(6)主要な営業所及び工場（令和７年３月31日現在）

① 当社の主要な事業所

② 子会社の主要な事業所

イ. 株式会社松屋フーズ
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主要な営業所及び工場

株 式 会 社 エ ム ・ テ イ ・ テ イ 東京都練馬区関町北三丁目１番10号

株 式 会 社 エ ム ・ エ ル ・ エ ス 埼玉県東松山市新郷83番１

株式会社トレンジエクスプレス 埼玉県比企郡川島町かわじま一丁目10番

株 式 会 社 モ ー ル ハ ッ ク 東京都武蔵野市中町一丁目14番５号

青 島 松 屋 商 貿 有 限 公 司 中華人民共和国

上 海 松 屋 餐 飲 管 理 有 限 公 司 中華人民共和国

広東松乃家餐飲管理有限公司 中華人民共和国

台 灣 松 屋 餐 飲 股 份 有 限 公 司 台湾

香 港 松 屋 餐 飲 有 限 公 司 香港

MATSUYA FOODS VIETNAM COMPANY 
LIMITED

ベトナム

ロ. その他
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従業員の状況

事 業 の 種 類 従 業 員 数
前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

（△は減少）

国 内 飲 食 事 業 1,874（10,206）名 166（1,141）名

そ の 他 事 業 204　 （247） 35　 （48）

全 社 102　　（19） 21　 （－）

合 計 2,180（10,472） 222（1,189）

区 分 従業員数
前期末比増減
（△は減少）

平均年齢 平均勤続年数

男　性 16名 △5名 48.7歳 21.8年

女　性 5 － 44.6 14.1

合計または平均 21 △5 47.7 20.0

(7)従業員の状況（令和７年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

（注）１. 従業員数は社員であり、パートタイマー（１日８時間換算による月平均人数）は、

（　）外数で記載しております。

２. その他事業の従業員数のうち、43名は国内飲食事業からの受入出向者であります。

３. 全社の従業員数のうち、75名は国内飲食事業からの受入出向者であり、６名はその他

事業からの受入出向者であります。

４. 国内飲食事業の従業員数のうち、４名は全社からの受入出向者であり、１名はその他

事業からの受入出向者であります。

② 当社の従業員の状況

(注) １. 上記の他にパートタイマー19名（１日８時間換算による月平均人数）が業務に従事し

ております。

２. 上記、従業員数には子会社への出向社員４名及び子会社からの受入出向社員81名を含

んでおりません。

３. 上記、従業員数には嘱託２名を含んでおります。
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主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 8,729,700千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 6,363,083

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,955,021

農 林 中 央 金 庫 3,700,870

信 金 中 央 金 庫 2,664,820

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,371,737

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,309,549

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,012,106

株 式 会 社 京 都 銀 行 675,664

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 654,975

(8)主要な借入先の状況（令和７年３月31日現在）
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株式の状況、新株予約権等の状況

① 発行可能株式総数 70,000,000株

② 発行済株式の総数 19,063,968株

③ 株主数 49,694名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

瓦 葺 利 夫 3,847,800株 20.18％

有 限 会 社 テ ィ ケ イ ケ イ 2,979,441 15.63

有 限 会 社 ト ゥ イ ー ル 1,830,000 9.60

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ）

1,045,900 5.49

瓦 葺 一 利 936,500 4.91

瓦 葺 　 香 744,372 3.90

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 518,400 2.72

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行（株式会社三井住
友 銀 行 退 職 給 付 信 託 口 ）

311,000 1.63

松 屋 社 員 持 株 会 239,204 1.25

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 177,000 0.93

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（令和７年３月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（625株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長 瓦 葺 利 夫

代表取締役社長 瓦 葺 一 利
株式会社松屋フーズ代表取締役社長兼商品
本部長
株式会社エム・エル・エス代表取締役社長

取 締 役 薄 井 芳 人
株式会社松屋フーズ常務取締役生産物流本
部長
青島松屋商貿有限公司董事長

取 締 役 中 村 洋 一
総務部長

株式会社松屋フーズ取締役経営管理本部長

取 締 役 藤 原 英 理 あおば社会保険労務士法人代表社員

常 勤 監 査 役 菊 地 慶 幸 株式会社松屋フーズ常勤監査役

監 査 役 小 堀 　 優
みらい総合法律事務所パートナー
アイ・アール債権回収株式会社取締役
東京ボード工業株式会社社外監査役

監 査 役 田 島 照 久

田島公認会計士事務所代表
オンコセラピー・サイエンス株式会社社外
監査役
トーセイ・リート投資法人監督役員
株式会社モダリス社外取締役（監査等委
員）

氏 名 旧役職及び主な担当 新役職及び主な担当

中 村 洋 一 取締役　総務部長兼財務経理部長 取締役　総務部長

(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（令和７年３月31日現在）

（注）１. 取締役のうち藤原　英理氏は、社外取締役であります。

２. 監査役のうち小堀　優氏及び田島　照久氏は、社外監査役であります。

３．監査役田島　照久氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。

４. 当社は社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。

５. 事業年度中における取締役及び監査役の役職及び主な担当の変更は、以下のとおりで

あります。

令和７年２月１日付の変更内容

② 事業年度中に退任した取締役及び監査役

　　該当事項はありません。
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③ 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、いずれも会社法第425条第

１項に定める最低責任限度額を限度としております。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結しております。当該保険契約は、被保険者が会社

の役員として行った行為に起因して負担する法律上の損害賠償責任に基づ

く賠償金、争訟費用等の損害について補填対象とするものであります。な

お、当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び国内グループ会社の取締

役及び監査役であり、被保険者は保険料を負担しておりません。

⑤ 取締役及び監査役の報酬等

イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社における役員の報酬等の額は、平成18年６月22日開催の定時株主

総会において、取締役（10名以内）は年額300,000千円以内、監査役

（４名以内）は年額35,000千円以内とそれぞれ報酬限度額を定める決議

をいただいております。

　取締役会は、当事業年度に係る取締役の報酬等の内容の決定方法が取

締役会で審議された決定方針と整合していることを確認しており、当該

決定方針に沿うものであると判断しております。

　役員報酬等の内容の決定に関する方針等の概要は、次のとおりです。

　当社の役員の報酬は役員報酬規程に基づき、基本報酬と業績連動報酬

により構成されております。

　基本報酬は、基準額と担当する部門の評価に応じた付加額から構成さ

れております。基準額は役職ごとに決まっており、付加額は成果に応じ

て基本報酬の０％～10％の範囲で変動します。
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区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（名）基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役（社外取締
役を含む）

170,106 135,710 34,396 － ５

監査役（社外監査
役を含む）

18,789 16,720 2,069 － ３

合　計 188,895 152,430 36,465
－

８

（うち社外役員） （10,866） （9,680） （1,186） （３）

　業績連動報酬は、役職ごとに基準額を定め、役位に応じた報酬設定を

しており、支給割合の決定に関する特段の定めはないものの報酬額全体

の凡そ20％を構成しております。ただし、利益計画に対する達成率で業

績連動報酬を算定することから、支給率には幅があり、インセンティブ

が働く仕組みになっております。なお、数値責任を明確化するため、利

益計画を選定しており、業績連動報酬等にかかる業績指標は、令和６年

３月期業績計画の経常利益であり、その実績は経常利益5,978百万円で

あります。

　報酬額決定のプロセスは、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の

担当部門について評価を行うには代表取締役が適していると判断し、当

社代表取締役社長瓦葺一利が上記算定方法による算定額に対する総合評

価を行い、最終的に取締役会にて審議し、決定しております。

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 平成16年７月より、使用人兼務取締役の使用人分給与を廃止しておりますので、全額

役員報酬としております。

２. 取締役の報酬限度額は、平成18年６月22日開催の第31期定時株主総会において年額

300,000千円以内（10名以内）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の

取締役の員数は、７名であります。

３. 監査役の報酬限度額は、平成18年６月22日開催の第31期定時株主総会において年額

35,000千円以内（４名以内）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監

査役の員数は、３名（うち社外監査役２名）であります。
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⑥ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役藤原　英理氏は、あおば社会保険労務士法人代表社員を兼務し

ております。なお、兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

　監査役小堀　優氏は、みらい総合法律事務所パートナー、アイ・アー

ル債権回収株式会社取締役、東京ボード工業株式会社社外監査役を兼務

しております。なお、兼職先と当社との間には特別の関係はありませ

ん。

　監査役田島　照久氏は、田島公認会計士事務所代表、オンコセラピ

ー・サイエンス株式会社社外監査役、トーセイ・リート投資法人監督役

員、株式会社モダリス社外取締役（監査等委員）を兼務しております。

なお、兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

（社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要）

当事業年度における取締役会には、藤原　英理取締役が８回中８回出

席し、豊富な経験と見識を活かした助言等を行うなど、意思決定の妥当

性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。また、小

堀　優監査役が８回中８回、田島　照久監査役が８回中８回出席し、取

締役会における意思決定の妥当性・適正性を確保するため、客観的及び

中立的立場から適宜発言し意見等を述べております。

当事業年度における監査役会には、小堀　優監査役が17回中17回、田

島　照久監査役が17回中17回出席し、監査結果についての意見交換、監

査に関する重要事項の協議等を行っております。
（注）上記の取締役会の開催回数の他、会社法第370条及び当社定款第22条の規定

に基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が５回実施されてお

ります。
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支 払 額

イ. 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 41,000千円

ロ. 当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

45,000千円

(4) 会計監査人の状況

① 名称

有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できな

いため、イ．の金額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積

りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査

人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３. 当社の重要な子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認

会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含

む）の監査を受けております。

③ 非監査業務の内容

該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告い

たします。
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(5) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと考えており、

将来の事業展開や経営基盤強化のための内部留保に留意しながら、安定した

配当を継続して実施していくことを基本方針としております。また、内部留

保金は新規出店や既存店改装等の設備投資に重点配分して、競争力を維持拡

大させてまいります。

　当事業年度の配当金につきましては、安定配当という基本方針を継続し、

従来と同水準の普通配当１株当たり24円（中間配当12円）として実施する予

定であります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配

当を行うことができる。」旨を定款に定めております。なお、当事業年度の

中間配当につきましては、令和６年11月５日開催の取締役会で決議されてお

ります。
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連結貸借対照表

（令和７年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 払 費 用

店 舗 賃 借 仮 勘 定

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

33,968,372

16,867,291

5,211,784

1,653,380

7,803,251

2,432,663

70,186,662

49,346,045

29,480,456

2,550,170

4,461,249

9,344,473

2,365,742

437,058

706,894

516,180

437,334

78,845

20,324,436

102,940

13,244,947

524,474

735,158

3,625,314

87,250

2,014,517

△10,166
　

流 動 負 債 25,999,001

買 掛 金 4,414,896

一年内返済予定の長期借入金 7,354,524

未 払 金 7,610,299

未 払 法 人 税 等 1,487,392

賞 与 引 当 金 1,380,540

そ の 他 3,751,348

固 定 負 債 32,540,643

長 期 借 入 金 24,664,903

資 産 除 去 債 務 4,730,724

役員退職慰労引当金 567,800

リ ー ス 債 務 2,428,675

そ の 他 148,539

負 債 合 計 58,539,645

純 資 産 の 部

株 主 資 本 45,506,396

資 本 金 6,655,932

資 本 剰 余 金 6,976,404

利 益 剰 余 金 31,876,698

自 己 株 式 △2,638

その他の包括利益累計額 108,992

その他有価証券
評 価 差 額 金

1,587

為替換算調整勘定 107,405

純 資 産 合 計 45,615,389

資 産 合 計 104,155,034 負 債 ・ 純 資 産 合 計 104,155,034

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（自　令和６年４月１日）至　令和７年３月31日
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 154,223,084

売 上 原 価 55,635,595

売 上 総 利 益 98,587,489

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 94,180,764

営 業 利 益 4,406,724

営 業 外 収 益

受 取 利 息 40,444

受 取 配 当 金 1,887

受 取 賃 貸 料 198,838

協 賛 金 収 入 58,534

業 務 受 託 料 565,837

そ の 他 384,829 1,250,371

営 業 外 費 用

支 払 利 息 199,925

賃 貸 費 用 193,834

そ の 他 114,272 508,032

経 常 利 益 5,149,064

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 197

受 取 保 険 金 68,676

収 用 補 償 金 41,003 109,877

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 4,968

固 定 資 産 除 却 損 14,838

店 舗 閉 鎖 損 失 328

減 損 損 失 854,445

そ の 他 74,912 949,492

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,309,449

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,071,576

法 人 税 等 調 整 額 51,876 2,123,452

当 期 純 利 益 2,185,996

親会社株主に帰属する当期純利益 2,185,996

連 結 損 益 計 算 書
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貸借対照表

（令和７年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

貯 蔵 品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

出 資 金

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

5,617,466

5,149,633

403,710

1,726

27,361

201,852

35,034

△201,852

70,087,406

4,696,648

1,208,966

5,059

3,548

92,457

3,386,616

477,894

416,341

61,552

64,912,864

102,640

35,146,910

933,200

26,522,428

110

250

26,344

1,136,750

626,030

444,327

△26,128
　

流 動 負 債 8,921,407

一 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 7,354,524

未 払 金 304,862

未 払 法 人 税 等 297,244

賞 与 引 当 金 90,174

株 主 優 待 引 当 金 780,366

未 払 消 費 税 等 45,440

そ の 他 48,794

固 定 負 債 25,232,703

長 期 借 入 金 24,664,903

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 567,800

負 債 合 計 34,154,110

純 資 産 の 部

株 主 資 本 41,549,175

資 本 金 6,655,932

資 本 剰 余 金 6,976,404

資 本 準 備 金 6,963,144

そ の 他 資 本 剰 余 金 13,259

利 益 剰 余 金 27,919,477

利 益 準 備 金 209,276

そ の 他 利 益 剰 余 金 27,710,200

別 途 積 立 金 13,547,000

繰 越 利 益 剰 余 金 14,163,200

自 己 株 式 △2,638

評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,587

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,587

純 資 産 合 計 41,550,763

資 産 合 計 75,704,873 負 債 ・ 純 資 産 合 計 75,704,873

貸　借　対　照　表

－ 26 －
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損益計算書

（自　令和６年４月１日）至　令和７年３月31日
（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 4,641,451

営 業 費 用 3,444,405

営 業 利 益 1,197,046

営 業 外 収 益

受 取 利 息 129,337

受 取 配 当 金 1,887

受 取 賃 貸 料 720

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 25,546

補 助 金 収 入 11,906

そ の 他 8,295 177,692

営 業 外 費 用

支 払 利 息 181,012

賃 貸 費 用 374

そ の 他 9,921 191,307

経 常 利 益 1,183,431

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 298,800 298,800

税 引 前 当 期 純 利 益 884,631

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 265,069

法 人 税 等 調 整 額 184,970 450,040

当 期 純 利 益 434,591

損　益　計　算　書

－ 27 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 泰 司

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 萬 　 政 広

独立監査人の監査報告書

令和７年５月16日

株式会社松屋フーズホールディングス

取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人トーマツ
　 　 東 京 事 務 所

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社松屋フー

ズホールディングスの令和6年4月1日から令和7年3月31日までの連結会計

年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社松屋フーズホールディ

ングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の

財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連

結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責

任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び

監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお

ける取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内

容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明

するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 28 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を

通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監

査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討す

ること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤

りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り

があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ

には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき

連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用におけ

る取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結

計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す

る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従

って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐

疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま

た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。

監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の

基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明

するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部

統制を検討する。

－ 29 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営

者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の

妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切

であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算

書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告

書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関

連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに

連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど

うかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社

の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、

連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実

施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の

重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国にお

ける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響

を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応

策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための

セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 30 －
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計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 泰 司

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 萬 　 政 広

独立監査人の監査報告書

令和７年５月16日

株式会社松屋フーズホールディングス

取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人トーマツ
　 　 東 京 事 務 所

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社松屋

フーズホールディングスの令和6年4月1日から令和7年3月31日までの第50期

事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい

う。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産

及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計

算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責

任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び

監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお

ける取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明す

るものではない。

計算書類に係る会計監査報告

－ 31 －
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計算書類に係る会計監査報告

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤り

があると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計

算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用におけ

る取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算

書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理

的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する

意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従

って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐

疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま

た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。

監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の

基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状

況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営

者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の

妥当性を評価する。

－ 32 －
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計算書類に係る会計監査報告

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する

こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場

合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基

礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実

施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の

重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国にお

ける職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響

を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応

策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための

セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 33 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、令和６年４月１日から令和７年３月31日までの第50期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受ける他、取締役等及び会計監査人か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると共に、以下

の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役

及び監査役等と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成

る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ

ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明

いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証すると共に、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明

を求めました。

監査役会の監査報告

－ 34 －
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監査役会の監査報告

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

２. 監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

令和７年５月16日

株式会社松屋フーズホールディングス　監査役会

常勤監査役 菊 地 慶 幸 ㊞

社外監査役 小 堀 　 優 ㊞

社外監査役 田 島 照 久 ㊞

　
以　上

－ 35 －
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と位置付け、将来

の事業展開や経営基盤強化のための内部留保に留意しながら、安定配当を継

続することを基本とし、業績並びに今後の事業展開等を勘案して配当を行う

ことを方針としています。

当期の期末配当につきましては、普通配当12円といたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金12円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は228,760,116円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

令和７年６月27日といたしたいと存じます。

－ 36 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

株 式 の 数

１

かわら

瓦

 

　
ぶき

葺

 

　
とし

利

 

　
お

夫
(昭和16年５月５日生)

昭和50年10月 有限会社松屋商事設立

代表取締役社長

昭和55年１月 株式会社松屋商事に会社組織を変

更　代表取締役社長

昭和56年３月 株式会社松屋食品設立

代表取締役社長

昭和63年４月 株式会社松屋商事と株式会社松屋

食品との合併により株式会社松屋

商事　代表取締役社長

平成元年６月 株式会社松屋フーズ（株式会社松

屋商事より商号変更）

代表取締役社長

平成19年６月 同社代表取締役社長兼商品本部長

平成21年６月 同社代表取締役会長

平成30年10月 株式会社松屋フーズホールディン　　　　　　　

グス（株式会社松屋フーズより商　　　　　　　

号変更）代表取締役会長

令和５年６月　当社取締役会長（現任）

3,847,800株

【取締役候補者とした理由】

当社の創業者で、高い経営理念を掲げ強いリーダーシップで会社を牽引してきた実

績と、経営への幅広い知見を有していることから、取締役候補者といたしました。

２

かわら

瓦

 

　
ぶき

葺

 

　
かず

一

 

　
とし

利
(昭和51年１月10日生)

平成13年２月 株式会社東食（現　株式会社カー　　　　　　　

ギルジャパン）入社

平成18年６月 株式会社松屋フーズ入社

平成23年４月 同社財務経理部長

平成23年６月 同社執行役員財務経理部長

平成24年５月 同社執行役員経営管理本部長付

（官民人事交流制度により農林水　

産省へ出向）

平成25年５月 同社執行役員商品部長

平成25年６月 同社取締役商品部長兼国際事業部　　　　　　　

長

平成26年４月 同社取締役商品本部長兼商品部長　　　　　　　

兼商品開発部長

平成27年６月 同社常務取締役商品本部長兼商品

部長兼商品開発部長

平成28年６月 同社代表取締役社長兼商品本部長

平成30年10月 株式会社松屋フーズホールディン

グス代表取締役社長（現任）

936,500株

（重要な兼職の状況）

 株式会社松屋フーズ代表取締役社長兼商品本部長

 株式会社エム・エル・エス　代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
当社の商品、営業、工場、財務の主要部門で培った経験と実績を有し、経営全般を
掌握し成長志向の経営に取り組んでいることから、取締役候補者といたしました。

第２号議案 取締役５名選任の件

取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　　あらためて取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

－ 37 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

株 式 の 数

３

うす

薄

 

　
い

井

 

　
よし

芳

 

　
と

人
(昭和37年８月11日生)

昭和59年９月 株式会社松屋商事入社

平成13年４月 株式会社松屋フーズ商品開発部長

平成17年１月 同社中国駐在員事務所長

平成19年６月 同社取締役商品本部副本部長兼商

品開発部長

平成21年６月 同社取締役商品本部長兼商品開発

部長兼新規事業部長

平成23年４月 同社取締役商品本部長兼商品開発

部長兼製造部長

平成26年４月 同社取締役生産物流本部長兼生産　　　　　　　

物流部長

平成28年４月 同社取締役生産物流本部長兼物流　　　　　　　

部長兼嵐山工場長兼富士山工場長

平成30年６月 同社取締役生産物流本部長兼富士　　　　　　　

山工場長兼エンジニアリング部長

兼六甲生産物流センター設立準備　　　　　　　

室長

平成30年10月 株式会社松屋フーズホールディン

グス取締役（現任）

300株

（重要な兼職の状況）

株式会社松屋フーズ常務取締役生産物流本部長

 青島松屋商貿有限公司董事長

【取締役候補者とした理由】
当社において、長く生産物流部門に携わり、製造物流に精通し、かつ営業部門を含
めた豊富な経験と実績を有していることから、取締役候補者といたしました。

４

なか

中

 

　
むら

村

 

　
よう

洋

 

　
いち

一
(昭和38年９月20日生)

昭和62年４月 商工組合中央金庫（現　株式会社

商工組合中央金庫）入庫

令和３年５月 当社入社

　　　　　　 当社執行役員内部監査部長兼店舗

設計部長

令和４年４月 当社執行役員内部監査部長兼調査

部長

令和５年８月　当社取締役総務部長兼財務経理部

長

令和７年２月　当社取締役総務部長（現任）

300株

 （重要な兼職の状況）

株式会社松屋フーズ取締役経営管理本部長

【取締役候補者とした理由】

候補者は、大手金融機関で経営に携わり、多くの企業の経営を指導してきた豊富な

経験と知識を有しています。当社においても経営の中核として成長に導く事を期待

できることから、取締役候補者といたしました。

－ 38 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

株 式 の 数

５

ふじ

藤

 

　
わら

原

 

　
え

英

 

　
り

理
(昭和36年８月７日生)

昭和62年４月 中外製薬株式会社入社

平成12年４月 野村證券株式会社入社

平成16年８月 あおば社会保険労務士法人設立

代表社員就任（現任）

平成27年６月 株式会社松屋フーズ社外取締役

平成30年10月　株式会社松屋フーズホールディン

グス社外取締役（現任）

－

（重要な兼職の状況）

あおば社会保険労務士法人代表社員

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

あおば社会保険労務士法人で代表社員としての経営経験もあり、社外取締役とし

て、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。現に取締役会等におい

て、当社経営に対する積極的な意見及び提言をいただいていることから、引き続き

同氏の経験等を当社経営の監督に生かしたく、社外取締役候補者といたしました。

（注） １. 各候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。

 ２. 瓦葺利夫氏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。

 ３. 当社は、取締役及び監査役全員を被保険者とする会社役員等賠償責任保険（Ｄ＆

     Ｏ保険）契約を締結しております。各候補者の選任が承認され取締役に就任した場

     合は、被保険者となります。当該保険契約は、被保険者が会社の役員として行った

     行為に起因して負担する法律上の損害賠償責任に基づく賠償金、争訟費用等の損害

     について補填対象とするものであります。なお、当該保険契約の契約期間は１年間

　　 であり、当該期間満了前に取締役会において決議の上、更新する予定であります。

 ４. 藤原英理氏は、社外取締役候補者であります。

 ５. 藤原英理氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期

     間は、本総会終結の時をもって10年となります。

 ６. 当社は、藤原英理氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

     １項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠

     償責任の限度額は、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額を限度としてお

     り、藤原英理氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であ

     ります。

 ７. 藤原英理氏の再任が承認された場合は引き続き、同氏を東京証券取引所の定めに基

     づく独立役員とする予定であります。

－ 39 －
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監査役選任議案

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

くろ

黒

 

　
さわ

澤

 

　
しゅう

秀

 

　
いち

一
(昭和38年４月３日生)

昭和61年４月 商工組合中央金庫（現　株式会社

商工組合中央金庫）入庫

令和３年４月 八重洲興産株式会社専務取締役

令和６年４月　八重洲商工株式会社監査役

－

【監査役候補者とした理由】

黒澤秀一氏は、大手金融機関で経営に携わった豊富な経験と知見を活かし、当社経営につい

て適切な監査を行っていただけるものと判断し、監査役候補者といたしました。

第３号議案 監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役菊地慶幸氏は任期満了となりますので、

監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　　　本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１. 黒澤秀一氏と当社との間には、特別な利害関係はありません。

　　　２. 黒澤秀一氏は、新任の監査役候補者であります。

３. 当社は、取締役および監査役全員を被保険者とする会社役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ

保険）契約を締結しております。当該保険契約は、被保険者が会社の役員として行っ

た行為に起因して負担する法律上の損害賠償責任に基づく賠償金、争訟費用等の損害

について補填対象とするものであります。なお、黒澤秀一氏が監査役に選任され就任

した場合には、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約の契約期間

は１年間であり、当該期間満了前に取締役会において決議の上、更新する予定であり

ます。

－ 40 －
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第２号・第３号議案各候補者のスキルマトリクス

ご参考 第２号・第３号議案各候補者のスキルマトリクス

役
職

氏名

スキル・経験

企業経営
経営戦略

商品開発
マーケテ
ィ ン グ

品質管理
財 務
会 計

人 事
労 務

法 務
ガバナ
ン ス

サステ
ナビリ
テ ィ

国際性

取
締
役

瓦葺　利夫 ● ● ● ●

瓦葺　一利 ● ● ● ● ● ●

薄井　芳人 ● ● ●

中村　洋一 ● ● ● ● ●

藤原　英理 ● ● ●

監
査
役

黒澤　秀一 ● ● ●

小堀　優 ● ● ●

田島　照久 ● ● ●
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補欠監査役選任議案

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

すず

鈴

 

　
き

木

 

　

 

　
かず

和

 

　
のり

憲
(昭和30年４月23日生)

昭和54年３月 中央大学法学部卒業

平成元年４月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

平成10年４月 中央大学法学部特別講師

平成14年１月 「シグマ麹町法律事務所」設立

（現任）

平成19年４月～平成20年３月

第一東京弁護士会副会長

平成25年４月～平成26年３月

日本弁護士連合会常務理事

－

【補欠の社外監査役候補者とした理由】

鈴木和憲氏は、弁護士として長年培われた法律知識を、社外監査役に就任された場合に当社

の監査体制に活かしていただくため、補欠の社外監査役として選任をお願いするものであり

ます。鈴木和憲氏は、企業経営に直接関与された経験はありませんが、弁護士として企業法

務に精通し、企業経営に統治する充分な見識を有しておられることから、社外監査役に就任

された場合、その職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役

１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠の監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１. 鈴木和憲氏と当社との間には、特別な利害関係はありません。

２. 鈴木和憲氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３. 当社は、取締役及び監査役全員を被保険者とする会社役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保

険）契約を締結しております。当該保険契約は、被保険者が会社の役員として行った

行為に起因して負担する法律上の損害賠償責任に基づく賠償金、争訟費用等の損害に

ついて補填対象とするものであります。なお、鈴木和憲氏が監査役に就任した場合に

は、当該保険契約の被保険者となります。

４. 鈴木和憲氏が監査役に就任された場合には、当社は同氏との間で、会社法第427条第1

項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定

であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第1項

に規定する最低責任限度額といたします。

５. 鈴木和憲氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏

が監査役に就任された場合には、独立役員として指定する予定であります。

以　上

－ 42 －
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地図

　株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解

くださいますようお願い申し上げます。

株主総会会場ご案内図

会場：東京都新宿区西新宿二丁目７番２号

ハイアットリージェンシー東京 Ｂ1階 宴会場「桃山」

新宿
ワシントン
ホテル 新宿

ＮＳビル

ＫＤＤＩ
ビル

新宿
モノリス

首都高速４号線

「新宿ランプ」

新宿中央公園

東京都庁

新宿住友ビル

新宿
三井ビル

新宿
センタービル

ヒルトン
東京

東京医科
大学病院

新宿
アイランドタワー

小田急
第一生命
ビル

新宿野村ビル

新宿警察署

損保ジャパン
本社ビル

スバル
ビル

新宿エル
タワー

小田急
ハルク

ルミネエスト 東口

西口

小田急百貨店

京王百貨店

新宿
マインズタワー

高島屋
      タイムズスクェア

地下街

地下道

地下道

新宿駅

歌舞伎町

新宿西口駅

ＪＲ線 池袋・中野方面→

ル
ミ
ネ

京
王
新
線

地
下
道

京
王
線

京王
プラザホテル

工学院大学

エステック情報ビル

明治安田
生命新宿ビル

〒
地
下
道

南
口

都
庁
前
駅

新南口

東
京
メ
ト
ロ
丸
ノ
内
線

←渋谷方面

甲
州
街
道

新宿グリーンタワービル

西
新
宿
駅

新宿サザンテラス

ハイアットリージェンシー東京

都
営
大
江
戸
線

交通のご案内

◇ 都営地下鉄大江戸線「都庁前駅」（Ａ７出口Ｃ４連絡通路経由）徒歩約１分

◇ 東京メトロ丸ノ内線「西新宿駅」から徒歩約４分

◇ ＪＲ各線・京王線・小田急線「新宿駅」（西口）から徒歩約９分

駐車場・駐輪場のご用意はいたしておりませんので、お車等でのご来場はご遠慮

くださいますようお願い申し上げます。


